
議案第３７号 

 

田川市長の不適切とされる行為に関する第三者調査委員会設置条例の制定に

ついて 

 

上記の条例案を別紙のとおり提出する。 

 

令和７年７月２４日 

 

田川市長  村 上 卓 哉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

本案は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づ

き、田川市長の不適切とされる行為に関する第三者調査委員会を設置するに当たり、条例

を制定しようとするもので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を

求めるものである。 



田川市長の不適切とされる行為に関する第三者調査委員会設置条例 

 （設置） 

第１条 市長の不適切とされる行為について公正かつ中立的な観点から客観的に事実関係

を究明するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定

に基づき、田川市長の不適切とされる行為に関する第三者調査委員会（以下「調査委員

会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 調査委員会は、次の事務を所掌する。 

 ⑴ 次条に規定する調査事項に関する事実関係の究明、調査、認定、検証、評価、提言

その他必要と認められる再発防止策の提案に関すること。 

 ⑵ その他市長の不適切とされる行為の事実関係の究明のために調査委員会が必要と認

める事項に関すること。 

 （調査事項） 

第３条 調査の対象とする事項は、次のとおりとする。 

 ⑴ 市長の秘書業務を担当していた市職員に対する市長のハラスメントとされる行為 

 ⑵ 市長と市長の秘書業務を担当していた市職員が共に出張した際の旅費の支出 

 ⑶ 市長の秘書業務を担当していた市職員の人事に関する市長の恣意的とされる関与 

 （組織） 

第４条 調査委員会は、委員３人をもって構成する。 

２ 委員は、福岡県弁護士会からの推薦に基づき任命する。 

３ 委員の任期は、任命の日から第８条の規定による報告を行う日までとする。 

 （委員長） 

第５条 調査委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する

委員がその職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 調査委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員全員が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによ



る。 

４ 会議は、原則として非公開とする。 

 （意見の聴取等） 

第７条 調査委員会は、第２条に規定する事務の執行のために必要があると認めるときは、

関係者又は医師その他の専門的知識を有する者に意見若しくは説明を聴き、又は資料の

提出を求めることができる。 

２ 前項の規定により、意見又は説明を求められた関係者が、意見を述べ、又は説明を行

うときは、弁護士を補佐人として同席させることができる。 

３ 第１項の規定による意見若しくは説明の聴取又は提出された資料は、原則として非公

開とする。 

 （結果の報告） 

第８条 調査委員会は、第２条に規定する事務が完了したときは、文書により、その結果

を速やかに市に報告しなければならない。 

 （守秘義務） 

第９条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様と

する。 

 （報酬） 

第１０条 委員の報酬は、田川市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例（昭和３１年条例第２５号）第１条第１項の規定にかかわらず、３０分当たり１

万円とする。 

 （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、調査委員会に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 


